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証券コード　3421
平成30年10月１日

株 主 各 位
東 京 都 大 田 区 矢 口 二 丁 目 ５ 番 2 5 号
株 式 会 社 稲 葉 製 作 所

代表取締役社長 稲 葉 　 明
第71回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第71回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年10月22日（月曜日）
午後５時50分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年10月23日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都大田区池上一丁目32番８号

大田区立池上会館　２階集会室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第71期（平成29年８月１日から平成30年７月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第71期（平成29年８月１日から平成30年７月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 　剰余金の処分の件
第２号議案 　補欠監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.inaba-ss.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
(平成29年 8 月 1 日から

平成30年 7 月31日まで)
１．企業集団の現況に関する事項

⑴　事業の経過及び成果

区分 売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

親会社株主に
帰属する

当期純利益
（百万円）

１株当たり
当期純利益

（円）
当連結会計年
度 32,631 399 669 408 23.27

前連結会計年
度 31,548 678 889 571 32.54

増減率 3.4% △41.1% △24.7% △28.5% △28.5%

当連結会計年度の国内経済は、堅調な外需、在庫投資、好調な企業収益等
に支えられ、緩やかな回復基調が続きました。また、雇用・所得環境の改善
が続くなか、個人消費も堅調に推移しました。一方で、人手不足や原材料価
格の高騰に加えて、米国政権の保護主義的な通商政策を巡る対立激化と警戒
感により、不透明感が急速に高まっております。

鋼製物置業界におきましては、需要は堅調に推移いたしましたが、材料価
格の高騰により、事業環境は厳しい状況が続きました。オフィス家具業界に
おきましては、大規模オフィスの供給が短期的な端境期にあり、大型移転の
需要は減少いたしましたが、業績が好調な企業を中心としたオフィスの移転
需要やリニューアル需要は堅調に推移いたしました。しかしながら、価格競
争の激化により、事業環境は依然として厳しい状況が続いております。

このような環境のなか、当社グループは「独自性のある高品質な製品をお
客様にお届けする」との事業精神のもと、お客様の期待に応えることを常に
考え、積極的な事業活動を行ってまいりました。

物流効率化のために建設していた富岡工場第２倉庫は、平成29年10月に
完成しました。また、富岡工場では開設時から生産していたスタンダードガ
レージ「ガレーディア」に加え、軽量鉄骨造の「イナバ倉庫」、高級ガレー
ジ「ブローディア」の生産移管が完了しました。これにより、富岡工場にお
ける大型製品の供給については、生産面・物流面を合わせた量産体制が整い
ました。
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事業の経過及び成果
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この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高32,631百万円（前期比
3.4％増）、営業利益399百万円（前期比41.1％減）、経常利益669百万円
（前期比24.7％減）、親会社株主に帰属する当期純利益408百万円（前期比
28.5％減）となりました。

製品のモデルチェンジやバリエーションの充実、新たな用途提案による需
要の創出等により、売上高は前連結会計年度に比べ増加いたしましたが、材
料費・エネルギー費・運送費等、製造に関わる費用が断続的に上昇したため、
利益は前連結会計年度に比べ減少いたしました。

セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

セグメント
の名称

売上高（百万円） セグメント利益又は損失（△）（百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増減 前連結会計年度 当連結会計年度 増減

鋼製物置 20,940 21,288 348 1,778 1,284 △494

オフィス家具 10,611 11,342 731 △54 85 139

合　計 31,551 32,631 1,079 1,724 1,369 △355

［鋼製物置事業］
鋼製物置事業におきましては、富岡工場の生産能力を活かし、大型製品

のモデルチェンジやラインアップの充実を図るとともに、積極的に用途開
発の取り組みを実施いたしました。また、「イナバファン」づくりの取り
組みにつきましては、物置勉強会、物置組立競技会・代理店会を開催し、
代理店様・販売店様との相互理解を深め、強固な販売ネットワークの維
持・拡大に努めました。

鋼製物置製品のモデルチェンジやラインアップの充実につきましては、
軽量鉄骨造の「イナバ倉庫」、高級ガレージ「ブローディア」及び二重構
造の「ナイソーシスター」のモデルチェンジを行い、「ネクスタプラス」
に新色を追加しました。「イナバ倉庫」は、これまで受注対応していた奥
行延長タイプを標準品としてラインアップし、「下屋」をオプション品と
して追加いたしました。「ブローディア」は、デザインとカラーを変更す
るとともに、シャッター開閉スピードの向上と耐風圧強度の向上を図りま
した。「ナイソーシスター」は、デザイン、カラー及びサイズバリエーシ
ョンを拡充するとともに、扉を閉めた際の跳ね返りを防ぐ性能を向上させ
るため、「キャッチ機能」を追加いたしました。
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事業の経過及び成果
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大型製品の用途開発につきましては、富岡工場敷地内にイナバ倉庫を活
用した守衛室、グループ会社の事務所を設置し、代理店様・販売店様に用
途開発の事例として紹介しております。また、イナバ倉庫を活用した「小
規模店舗建築パッケージ」の提案を強化し、コインランドリー店舗、農産
物直売店・カフェ店舗を開発しました。さらに、イナバ倉庫を活用した室
内型トランクルーム「ＩＮＡＢＡ９６　プレミアムクローゼット」の低価
格版として、ガレージを活用した「イナバボックス　ＮＥＸＴ」の開発に
取り組みました。

なお、材料価格等の高騰を背景に、当社は平成30年７月より、イナバ物
置全製品の価格改定を実施いたしました。

この結果、当セグメントの業績は、売上高21,288百万円（前期比1.7％
増）、セグメント利益1,284百万円(前期比27.8％減）となりました。売
上高は前連結会計年度に比べ増加いたしましたが、材料価格等が上昇した
こともあり、利益は前連結会計年度に比べ減少いたしました。

［オフィス家具事業］
オフィス家具事業につきましては、業績が好調な企業や業種への販売促

進を強化するため、製品ラインアップの充実を図りました。また、販売強
化のため、オフィストータルフェアを開催し、代理店様・販売店様に対し
てイナバ製品の特長等をお伝えする取り組みを実施いたしました。

オフィス家具製品のラインアップの充実につきましては、スタンダード
チェア「yera(イエラ)」、マルチコネクトデスク「Frei(フレイ)」及びユ
ニット収納「ＴＦ(ティーエフ)」に新色を追加し、カラー及びサイズバリ
エーションを充実させました。「yera」については、新色としてホワイト
フレームタイプを追加し、「Frei」及び「ＴＦ」については、ブラックを
基調とした高級感のある新色を追加いたしました。

なお、お客様のニーズにお応えするため、新製品の開発についても、計
画的な取り組みを実施しております。

この結果、当セグメントの業績は、売上高は11,342百万円（前期比6.9％
増）、セグメント利益85百万円（前期は54百万円のセグメント損失）と
なりました。前連結会計年度に比べ、売上高、利益ともに増加いたしまし
た。
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事業の経過及び成果
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⑵　設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、958百万円であります。設

備投資の総額には、有形固定資産の他、無形固定資産への投資額を含んでお
ります。

主な設備投資は、富岡工場第２倉庫の新設448百万円、工場生産設備の更
新等264百万円、製品金型の製作107百万円及びソフトウェアの取得・更新
62百万円であります。なお、セグメント別の投資内訳は、鋼製物置セグメン
ト655百万円、オフィス家具セグメント89百万円、共通212百万円でありま
す。

⑶　資金調達の状況
特に記載すべき事項はありません。
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事業の経過及び成果
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⑷　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 68 期
(平成27年７月期)

第 69 期
(平成28年７月期)

第 70 期
(平成29年７月期)

第 71 期
(当連結会計年度)
(平成30年７月期)

売 上 高(百万円) 29,724 31,699 31,548 32,631

経 常 利 益(百万円) 1,585 2,224 889 669
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益(百万円) 950 1,424 571 408

１株当たり当期純利益 （円） 54.15 81.13 32.54 23.27

総 資 産(百万円) 49,740 51,574 51,382 51,548

純 資 産(百万円) 36,510 37,327 37,635 37,760

１株当たり純資産額 （円） 2,079.07 2,125.61 2,143.15 2,150.29

⑸　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金(千円) 当社の議決権比率(％) 主 要 な 事 業 内 容

イナバインターナショナル㈱ 50,000 100 オフィス家具の販売

㈱ 共 進 10,000 100 鋼製物置及びオフィス
家具の販売

イ ナ バ ク リ エ イ ト ㈱ 20,000 100
レンタル収納及びトラ
ンクルーム用パーティ
ション等販売

－ 6 －

企業集団の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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⑹　対処すべき課題
翌連結会計年度の日本経済は、米国の政策動向、中国経済及び新興国経済

の減速懸念等、先行きの不透明感は残っていますが、企業収益や雇用環境は
引き続き改善し、景気は緩やかながらも回復が続くものと予想しております。

このような事業環境のなか、当社グループは「販売のしやすさ」・「組み
立てやすさ」・「使いやすさ」にこだわり、あらゆるお客様の期待にお応え
する真摯なモノづくりを推進してまいります。また、翌連結会計年度におい
ても、材料価格等の上昇が見込まれるため、生産性の向上や一貫生産体制を
活かしたコストダウンに努め、売上高、利益の拡大を目指してまいります。

鋼製物置事業につきましては、住宅着工戸数における持家動向が雇用・所
得環境の改善を背景に持ち直し基調になると見込まれており、鋼製物置の需
要は堅調に推移するものと予想しております。このような状況のもと、平成
30年７月に、材料コスト等の上昇により製品価格の改定を行いました。この
価格改定の影響により、鋼製物置の需要は一時的に減退するものと予想して
おりますが、引き続き、代理店様・販売店様とのリレーション強化を図り、
お客様のニーズにあわせた製品供給力の強化、大型製品による様々な用途開
発等の取り組みを一層強化し、売上高と利益の拡大を目指してまいります。

オフィス家具事業につきましては、都心を中心に大規模オフィスビルの供
給が高水準になると見込まれており、オフィスの移転・リニューアル需要は
堅調に推移するものと予想しております。また、働き方改革など新しいオフ
ィス環境づくりへの動きも高まっております。このような状況のもと、業績
が好調な企業への販売提案を強化するとともに、お客様のニーズにマッチし
た製品の品揃えを図ることにより、売上高の拡大を目指してまいります。ま
た、収益性の改善、人材育成の強化に取り組んでまいります。

生産面及び物流面につきましては、材料や物流コストの上昇に対し、生産
性の向上・省力化に資する効果的な設備投資と継続的な改善活動により、最
適化を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜ります
ようお願い申しあげます。

⑺　主要な事業内容（平成30年７月31日現在）
オフィス家具及び鋼製物置の製造並びに販売

－ 7 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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⑻　主要な営業所及び工場（平成30年７月31日現在）
①当社の主要な事業所

本社　：東京都大田区矢口二丁目５番25号
営業所・ショールーム：

仙台営業所（宮城県仙台市）　東京営業所（東京都大田区）
千葉営業所（千葉県柏市）　　神奈川営業所（神奈川県藤沢市）
静岡営業所（静岡県藤枝市）　名古屋営業所（愛知県犬山市）
大阪営業所（兵庫県西宮市）　広島営業所（広島県広島市）
福岡営業所（福岡県福岡市）
東京オフィスショールーム（東京都渋谷区）
大阪オフィスショールーム（大阪府大阪市）

工場　：富岡工場（群馬県富岡市）　　柏工場（千葉県柏市）
犬山工場（愛知県犬山市）

配送センター：
北海道配送センター（北海道江別市）
函館配送センター（北海道函館市）
東北配送センター（宮城県仙台市）
郡山配送センター（福島県郡山市）
北関東配送センター（群馬県前橋市）
柏配送センター（千葉県柏市）
神奈川配送センター（神奈川県藤沢市）
新潟配送センター（新潟県新潟市）
北陸配送センター（石川県金沢市）
長野配送センター（長野県長野市）
静岡配送センター（静岡県藤枝市）
犬山配送センター（愛知県犬山市）
大阪配送センター（兵庫県西宮市）
岡山配送センター（岡山県岡山市）
広島配送センター（広島県広島市）
山口配送センター（山口県山口市）
高松配送センター（香川県高松市）
松山配送センター（愛媛県松山市）
福岡配送センター（福岡県福岡市）
熊本配送センター（熊本県熊本市）
宮崎配送センター（宮崎県宮崎市）
鹿児島配送センター（鹿児島県鹿児島市）

※平成30年８月１日に、札幌営業所（北海道札幌市）を開設いたしました。
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主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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②主要な子会社の事業所
イナバインターナショナル株式会社（東京都渋谷区）
株式会社共進（群馬県前橋市）
イナバクリエイト株式会社（東京都大田区）

⑼　使用人の状況（平成30年７月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数

鋼 製 物 置 606名

オ フ ィ ス 家 具 381名

全 社 （ 共 通 ） 52名

合 計 1,039名

（注）全社（共通）は、管理部門の使用人であります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

903名 7名増 41歳0ヶ月 18年5ヶ月

⑽　主要な借入先の状況（平成30年７月31日現在）
該当事項はありません。

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
株式の状況（平成30年７月31日現在）
①　発行可能株式総数 40,000,000株
②　発行済株式の総数 17,922,429株
③　株主数 19,804名
④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社イナバホールディングス 3,569千株 20.3％

株 式 会 社 共 進 1,963千株 11.1％

稲 葉 　 明 526千株 3.0％

稲 葉 　 茂 498千株 2.8％

秋 　 本 　 千 恵 子 475千株 2.7％

瀬 間 照 次 453千株 2.6％

稲 葉 　 進 448千株 2.5％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 411千株 2.3％

稲 葉 製 作 所 取 引 先 持 株 会 407千株 2.3％

稲 葉 常 雄 376千株 2.1％

（注）持株比率は自己株式309,705株を控除して計算しております。なお、自己株式には、取
締役（ただし、社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当
社株式52,000株は含まれておりません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成30年７月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 稲 葉 　 明 株式会社共進代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 稲 葉 　 茂 営業本部長
株式会社カトウ産業代表取締役社長

常 務 取 締 役 小 見 山 　 雅 　 彦 製造本部長兼製造部長

常 務 取 締 役 森 田 泰 満 技術本部長

常 務 取 締 役 杉 山 　 治 管理本部長兼総務部長

取 締 役 佐 伯 則 和 犬山工場長

取 締 役 稲 　 葉 　 裕 次 郎 技術本部副本部長兼技術部長

取 締 役 堀 川 朋 樹 営業部長

取 締 役 尾 後 貫 　 達 　 也 原田工業株式会社社外取締役

取 締 役 三 村 勝 也
三村勝也公認会計士税理士事務所所長
株式会社アクセル社外取締役［監査等委員］
富士山の銘水株式会社社外取締役[監査等委員]

常 勤 監 査 役 多 田 一 志

監 査 役 福 家 弘 行 福家公認会計士事務所所長

監 査 役 野 　 崎 　 清 二 郎 医療法人徳洲会非常勤理事
上新電機株式会社社外取締役

（注）１．取締役尾後貫達也氏及び取締役三村勝也氏は、社外取締役であります。また、両氏を
東京証券取引所に対し独立役員として届け出ております。

２．監査役福家弘行氏及び監査役野崎清二郎氏は、社外監査役であります。また、両氏を
東京証券取引所に対し独立役員として届け出ております。

３．監査役福家弘行氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

４．監査役野崎清二郎氏は、金融機関における豊富な経験と、財務等に関する専門的知識
を有するものであります。

５．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
責任の限度額は、法令が規定する額であります。

－ 11 －
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⑵　事業年度中に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退 任 理 由 退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

小 島 秋 光 平成30年５月25日 逝去 専務取締役開発特命事項担当
兼富岡工場長

⑶　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11名
（2名）

238百万円
（9百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

23百万円
（9百万円）

合 計
（うち社外役員）

14名
（4名）

261百万円
（19百万円）

（注）１．上記には、平成30年５月25日をもって退任した取締役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成28年10月20日開催の第69回定時株主総会において、年

額350百万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）とご承認いただいております。
なお、この報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与を含んでおりません。また、
当該報酬とは別枠で、同総会において、取締役（社外取締役を除きます）に対する株
式報酬額として、年額80百万円以内とご承認いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成８年10月31日開催の第49回定時株主総会において、年
額30百万円以内とご承認いただいております。

５．取締役の報酬等の額には、平成28年10月20日開催の第69期定時株主総会において決
議された、株式報酬制度に基づき計上した役員株式給付引当金の繰入額24百万円が含
まれております。

－ 12 －
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⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地位 氏名 重要な兼職の状況 当社と兼職先との関係
取 締 役 尾後貫　達　也 原田工業株式会社社外取締役 特別の関係はありません。

取 締 役 三　村　勝　也
三村勝也公認会計士税理士事務所所長
株式会社アクセル社外取締役［監査等委員］
富士山の銘水株式会社社外取締役[監査等委員]

特別の関係はありません。

監 査 役 福　家　弘　行 福家公認会計士事務所所長 特別の関係はありません。

監 査 役 野　崎　清二郎 医療法人徳洲会非常勤理事
上新電機株式会社社外取締役 特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
ａ．取締役会及び監査役会への出席状況

地位 氏名
取締役会（13回開催） 監査役会（15回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率
取 締 役 尾後貫　達　也 13回 100.0％ ― ―
取 締 役 三　村　勝　也 12回 92.3％ ― ―
監 査 役 福　家　弘　行 13回 100.0％ 15回 100.0％
監 査 役 野　崎　清二郎 13回 100.0％ 15回 100.0％

ｂ．取締役会及び監査役会における発言状況
・取締役尾後貫達也氏は、主に他社における経営の経験者としての見

地から、取締役会において適宜発言を行っております。
・取締役三村勝也氏は、主に公認会計士、税理士としての税務、財務

の専門的見地から、取締役会において適宜発言を行っております。
・監査役福家弘行氏は、主に公認会計士、税理士としての税務、財務

の専門的見地から、取締役会及び監査役会において適宜発言を行っ
ております。

・監査役野崎清二郎氏は、金融機関における豊富な経験と、財務等に
関する専門的知識を活かし、取締役会及び監査役会において適宜発
言を行っております。

－ 13 －
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

（注）当社の会計監査人であった新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日をもって、
EY新日本有限責任監査法人に名称を変更しております。

⑵　報酬等の額
報酬等の額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39,000
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 39,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査
人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、監査役会は会計監査人が適格性、独立性を害する事由の発生により、
適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、株主総会に提出する
会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。取締役会
は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査人の解任または不再任にかかる
議案を株主総会に提出します。

－ 14 －
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６．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。
⑴　当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制
①　当社グループ全役員及び社員が法令・定款及び社会規範を遵守し、かつ

社会的責任を果たすため、「企業行動憲章」及び「行動指針」を定め、グ
ループ全役員及び社員の企業活動の原点とすることを徹底しております。
また、「コンプライアンス基本規程」を制定しコンプライアンス体制の確
立を図ることとしております。

②　当社取締役の職務の執行が、コンプライアンス上有効に機能することを
確保する体制として、監査役会を置いております。監査役会は、監査役監
査基準に則り、取締役の業務執行の適法性、妥当性に関して公正・客観的
な立場から監査を実施することとしております。社外監査役は、業務執行
者からの独立性が確保できる等を勘案し、有識者を起用しております。監
査役は、取締役会に出席するほか、意思決定の過程及び業務の執行状況を
把握するため、重要な会議等に出席することができるものとし、必要があ
ると認めたときは、意見を述べることができます。また、全ての稟議書そ
の他業務執行に関する重要な書類の閲覧が可能であり、取締役の業務執行
状況を十分に監査・監督可能な体制としております。

③　当社取締役会は、取締役会規則における付議・報告基準に則り、会社の
業務執行を決定いたします。代表取締役社長及び各取締役は、社内規則、
取締役会決議に則り、職務を執行するとともに、執行状況を取締役会にお
いて報告するものとし、その職務執行状況は、監査役の監査を受けており
ます。

④　当社使用人の職務の執行がコンプライアンス上有効に機能することを確
保するため、業務の重要事項を決定する営業会議、生産会議及び技術会議
には、原則として取締役及び情報取扱責任者が出席し、情報の共有化によ
る部門間の連携と相互間の牽制を図るとともに、会議内容における開示情
報の有無をも確認することとしております。なお、会議議事録、会議資料
は監査役会へ提出することとしております。

⑤　代表取締役社長の直轄機関として内部監査室を置き、計画的に本社各
部・工場・営業所・配送センター・関係会社等の監査を実施することとし
ております。内部監査室長は、監査結果を代表取締役社長に報告を行い、
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代表取締役社長から改善指示、指導がなされ、業務執行の公正性や透明性
の確保に寄与する体制としております。

⑥　当社グループは、コンプライアンス体制の充実・強化を補完するために
内部通報体制を設け、役員及び社員等は、社内においてコンプライアンス
違反行為が行われ、または行われようとしていることに気がついたときは、
内部監査室に通報しなければならないと定めております。会社は、通報内
容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わないこととしております。

⑦　上記の体制の当社グループ内の浸透を徹底するため、当社の電子掲示板
に内部統制システムの基本方針及び関連諸規程を掲示するほか、各拠点・
子会社に配布の上、適宜教育指導を行うこととしております。

⑵　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、リスク管理全体を統括するため、「リスク管理規程」を制定し、

組織横断的リスクの監視並びに全社的対応は総務部が内部監査室と連携を
とりながら行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が適
時適切な対応を行う体制を構築しております。

各部門の長である役員及び社員は、平時においてはそれぞれの自部門の
担当職務の業務内容を整理し、内在するリスクを把握、分析、評価の上、
適切な対策を実施することとしております。同規程に定める経営危機が発
生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行
い損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えております。

②　子会社のリスク管理の状況については、内部監査室が監査を行い、また、
「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当社への決
裁・報告制度により子会社のリスク管理を行う体制としております。

⑶　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制
当社グループは、取締役・使用人の役割分担、業務分掌、指揮命令系統を

明示することにより、効率的な業務執行体制を図っており、組織図、職務分
掌規程、職務権限規程、稟議規程等で示し、必要に応じ改訂を行うこととし
ております。

業務の運営については、現在及び将来の事業環境を踏まえ各年度の予算を
立案し、全社的な目標を設定し、定例の取締役会を原則毎月１回開催し、予
算の進捗状況及び重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行
うこととしております。また、適宜経営会議を開催し、絞り込んだテーマに
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ついて議論を行い、定例の取締役会での将来の議題となるべき事項等につき、
方向性を見極め、課題の整理を行うこととしております。

社内電子掲示板、社内メール等の社内使用ツールの統一を図り、ＩＴを効
率活用し情報の周知徹底を行います。

また、子会社の効率的な業務執行体制の状況については、内部監査室が監
査を行うこととしております。

⑷　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、法令及び社内規程の「稟議規程」「文書取扱規程」等に従い、取

締役の職務執行に関わる情報を文書または電磁的媒体に記録し、管理・保存
することとしております。

取締役の職務執行に係る情報及びその保存、管理状況について、監査役は、
適宜監査ないし査閲ができることとしております。

⑸　当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の自主性を尊重しながら

円滑な情報交換とグループ活動を促進するため、適時、関係者による会議を
開催することとしております。

「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当社への決
裁・報告制度により各子会社の経営管理を行うとともに、内部統制の実効性
を高める施策を実施し、必要に応じて各子会社への指導・支援を行うことと
しております。

業務の運営については、当社と子会社間における不適切な取引または会計
処理を防止するため、当社の内部監査室、経理部門、関係会社管理部門及び
監査役が連携し、十分な情報交換と対策の検討を行うこととしております。

⑹　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、内部監査室が監査役と連携を密にして対応しており、情報の共有、

交換等により、現在は、補助すべき使用人を設置しておりません。必要に応
じて、監査役の職務を補助すべき監査スタッフを設置可能とし、人事等につ
いては、取締役と監査役が意見交換を行って実施し、監査スタッフは監査役
が指示した補助業務についてはもっぱら監査役の指揮命令に従わなければな
らないと定めております。
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⑺　監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

①　当社グループの全役員及び社員は、当社監査役から業務執行に関する事
項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うこととし
ております。

②　当社グループの全役員及び社員は、法令等の違反行為等、当社または当
社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した
ときは、直ちに当社の監査役または監査役会に対して報告することとして
おります。

③　監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況
を把握するため、社内の重要な会議に出席できるほか、主要な稟議書その
他業務執行に関する重要な文書・通牒類を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求めることができることとしております。

④　内部監査室は、当社グループの内部監査の状況を監査役または監査役会
に報告することとしております。また、監査役は、会計監査人から会計監
査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図る
こととしております。

⑻　監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員及び社

員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社グループの役員及び社員に周知徹底しております。

⑼　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る
方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条

に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、
当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしてお
ります。

⑽　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力に屈することなく、「毅然とした態度」で「法律
や社会ルールに則った解決」を基本方針としております。
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②　反社会的勢力排除に向けた整備状況
当社は、役員及び社員の「行動指針」並びに「コンプライアンス基本規

程」に反社会的勢力排除に向けた基本方針を示すとともに「反社会的勢力
対応マニュアル」の制定等、社内体制を整備しております。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　取締役の職務執行

取締役会規則や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動
するよう徹底しております。

⑵　監査役の職務執行
社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監

査を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに
内部監査室との間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の
監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。

⑶　内部監査の実施
内部監査基本計画に基づき、当社並びにグループ会社の内部監査を実施し

ております。

⑷　財務報告に係る内部統制
内部統制に関する基本計画に基づき、内部統制評価を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年７月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

[27,097,584]
15,281,210
6,664,665
1,715,900

300,030
2,053,793

261,936
380,850
136,711
313,693

△11,207
[24,451,203]
(21,390,505)

7,038,893
2,968,937

11,211,571
51,676

119,426
(419,243)
419,243

(2,641,454)
1,278,209

238,190
1,154,223
△29,169

流 動 負 債 [11,169,261]

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,310,040

電 子 記 録 債 務 4,214,896

未 払 法 人 税 等 186,693

賞 与 引 当 金 289,651

そ の 他 2,167,979

固 定 負 債 [2,618,849]

繰 延 税 金 負 債 10,202

役 員 株 式 給 付 引 当 金 38,934

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,333,859

そ の 他 1,235,853

負 債 合 計 13,788,111

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [37,583,957]

資 本 金 (1,132,048)

資 本 剰 余 金 (1,013,770)

利 益 剰 余 金 (35,774,222)

自 己 株 式 (△336,083)

その他の包括利益累計額 [176,718]
その他有価証券評価差額金 240,640
退職給付に係る調整累計額 △63,921

純 資 産 合 計 37,760,676

資 産 合 計 51,548,788 負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,548,788
（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(平成29年 8 月 1 日から

平成30年 7 月31日まで)
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 32,631,300
売 上 原 価 24,785,639

売 上 総 利 益 7,845,660
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,446,062

営 業 利 益 399,598
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,391
受 取 配 当 金 9,837
作 業 く ず 売 却 益 133,423
電 力 販 売 収 益 106,554
雑 収 入 64,234 318,442

営 業 外 費 用
支 払 利 息 246
電 力 販 売 費 用 46,177
雑 損 失 1,905 48,329
経 常 利 益 669,711

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,545
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,310
保 険 解 約 返 戻 金 4,697 10,553

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 5,848
減 損 損 失 31,988
そ の 他 43 37,879
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 642,385
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 324,332
法 人 税 等 調 整 額 △90,642 233,689
当 期 純 利 益 408,695
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 408,695

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(平成29年 8 月 1 日から

平成30年 7 月31日まで)
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成29年８月１日残高 1,132,048 1,013,770 35,823,457 △336,083 37,633,192

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △457,930 △457,930

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 408,695 408,695

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額（純 額）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － △49,235 － △49,235

平成30年７月31日残高 1,132,048 1,013,770 35,774,222 △336,083 37,583,957

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成29年８月１日残高 166,717 △164,622 2,095 37,635,287

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △457,930

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 408,695

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額（純 額） 73,922 100,701 174,623 174,623

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 73,922 100,701 174,623 125,388

平成30年７月31日残高 240,640 △63,921 176,718 37,760,676

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び名称

連結子会社の数　　　　　３社
連結子会社の名称　　　　イナバインターナショナル㈱

㈱共進
イナバクリエイト㈱

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称

イナバロジスティクス㈱
㈱カトウ産業

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称
イナバロジスティクス㈱
㈱カトウ産業

持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（その附属設備は除く）並びに平
成28年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法（ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法）を採用しております。
ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

ハ．役員株式給付引当金
連結計算書類作成会社について、取締役（ただし、社外取締役を除く）への当社株式

及びその換価処分金相当額の金銭の交付に備えるため、当連結会計年度に負担すべき株
式給付債務の見込額を計上しております。
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⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

③　未認識数理計算上の差異の会計処理方法
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
④　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
連結貸借対照表

前連結会計年度まで「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電子記録債権」
（前連結会計年度1,059,520千円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記し
ております。

（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 22,828,665千円

－ 25 －
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（連結損益計算書に関する注記）
減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場　所 用　途 種　類 金　額

宮城県石巻市他 鋼製物置事業資産 建物及び構築物 7,589千円

愛知県犬山市他 オフィス家具事業資産

機械装置及び運搬具 3,797千円

有形固定資産「その他」 17,701千円

建設仮勘定 2,900千円

合計 31,988千円

当社グループは資産を鋼製物置事業資産、オフィス家具事業資産及び遊休資産等にグルーピ
ングしております。その内、鋼製物置事業資産のレンタル収納の店舗においては、主に管理会
計上の最小単位である店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っております。レンタル
収納の店舗の内、営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗にお
いては、当連結会計年度において、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、
零として算定しております。オフィス家具事業資産については、市況は堅調であったものの、
引き続き価格競争が激しく、厳しい状況で推移していることから、当連結会計年度において、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、零として算定しております。

－ 26 －
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 普通株式　17,922,429株

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年10月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 228,965 13 平成29年 7 月31日 平成29年10月25日

平成30年 3 月16日
取 締 役 会 普通株式 228,965 13 平成30年 1 月31日 平成30年 4 月10日

（注）１．平成29年10月24日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役（た
だし、社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式
に対する配当金676千円が含まれております。

２．平成30年３月16日開催の取締役会決議による配当金の総額には、取締役（ただし、
社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対す
る配当金676千円が含まれております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
平成30年10月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案する予定であります。
① 配当金の総額 228,965千円
② １株当たり配当額 13円
③ 基準日 平成30年 7 月31日
④ 効力発生日 平成30年10月24日
なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
また、平成30年10月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役（た

だし、社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対
する配当金676千円が含まれております。

－ 27 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については余資を短期の定期性預金等安全性の高い金融資産

で運用しております。また、資金調達については自己資金または銀行借入で賄う方針であ
ります。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクに関しては、売掛金管理規程及び与信限度管理規程に従い、信用状況
を把握し定期的に与信限度額の設定・見直しを行い、取引先ごとの期日管理及び残高管理
を行うことによって、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

有価証券は、合同運用指定金銭信託であります。合同運用指定金銭信託は、短期的な資
金運用として保有する安全性の高い金融商品であり、信用リスクは僅少であります。投資
有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式及び安全性の高い債券であり、市
場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成30年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金 15,281,210 15,281,210 －
⑵　受取手形及び売掛金 6,664,665 6,664,665 －
⑶　電子記録債権 1,715,900 1,715,900 －
⑷　有価証券及び投資有価証券 1,537,132 1,537,132 －

資産計 25,198,908 25,198,908 －
⑴　支払手形及び買掛金 4,310,040 4,310,040 －
⑵　電子記録債務 4,214,896 4,214,896 －

負債計 8,524,937 8,524,937 －

－ 28 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。
⑷　有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格
または取引金融機関から提示された価格によっております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　電子記録債務

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 41,107

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「⑷　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,150円29銭
２．１株当たり当期純利益 23円27銭

－ 29 －
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貸　借　対　照　表
（平成30年７月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

[24,150,279]
12,889,237
1,998,992
1,822,150
4,130,960

300,030
1,999,624

258,008
369,659
105,845
285,601
△9,830

[24,023,375]
(21,137,604)

6,437,359
407,434

2,909,224
44,118
76,329

11,211,571
51,566

(375,021)
368,840

6,181
(2,510,749)
1,215,931

105,000
184,284
866,723
167,367

△28,558

流 動 負 債 [8,871,199]
支 払 手 形 1,256,031
電 子 記 録 債 務 4,214,896
買 掛 金 1,201,553
未 払 金 1,191,963
未 払 費 用 353,346
未 払 法 人 税 等 77,778
未 払 消 費 税 等 41,690
預 り 金 218,397
賞 与 引 当 金 255,713
そ の 他 59,828

固 定 負 債 [2,373,069]
退 職 給 付 引 当 金 1,226,738
役員株式給付引当金 38,934
資 産 除 去 債 務 1,997
受 入 営 業 保 証 金 711,514
そ の 他 393,884

負 債 合 計 11,244,268
純 資 産 の 部

株 主 資 本 [36,691,026]
資 本 金 (1,132,048)
資 本 剰 余 金 (1,013,770)

資 本 準 備 金 763,500
その他資本剰余金 250,270

利 益 剰 余 金 (34,881,291)
利 益 準 備 金 283,012
その他利益剰余金 34,598,279

特 別 償 却 準 備 金 107,697
固定資産圧縮積立金 313,252
別 途 積 立 金 29,397,500
繰 越 利 益 剰 余 金 4,779,828

自 己 株 式 (△336,083)
評価・換算差額等 [238,359]

その他有価証券評価差額金 238,359
純 資 産 合 計 36,929,386

資 産 合 計 48,173,655 負 債 ・ 純 資 産 合 計 48,173,655
（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）

－ 30 －
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損　益　計　算　書
(平成29年 8 月 1 日から

平成30年 7 月31日まで)
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 26,242,531

売 上 原 価 20,326,962

売 上 総 利 益 5,915,568

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,873,766

営 業 利 益 41,802

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,199

受 取 配 当 金 9,207

作 業 く ず 売 却 益 133,285

電 力 販 売 収 益 106,554

雑 収 入 78,598 328,846

営 業 外 費 用

電 力 販 売 費 用 46,177

雑 損 失 1,905 48,082

経 常 利 益 322,566

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,545

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,310

保 険 解 約 返 戻 金 4,624 10,480

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,910

減 損 損 失 24,398

そ の 他 43 29,352

税 引 前 当 期 純 利 益 303,694

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 182,786

法 人 税 等 調 整 額 △62,174 120,612

当 期 純 利 益 183,082

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）

－ 31 －
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株主資本等変動計算書
(平成29年 8 月 1 日から

平成30年 7 月31日まで)
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他
資 本 剰 余 金 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金 固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

平 成 2 9 年 ８ 月 １ 日 残 高 1,132,048 763,500 250,270 283,012 162,377 326,648
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 △54,679
固定資産圧縮積立金の取崩 △13,395
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － △54,679 △13,395
平 成 3 0 年 ７ 月 3 1 日 残 高 1,132,048 763,500 250,270 283,012 107,697 313,252

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金

平 成 2 9 年 ８ 月 １ 日 残 高 29,397,500 4,986,602 △336,083 36,965,875 162,240 37,128,115
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 54,679 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 13,395 － －
剰 余 金 の 配 当 △457,930 △457,930 △457,930
当 期 純 利 益 183,082 183,082 183,082
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 76,119 76,119

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － △206,773 － △274,624 76,119 △198,729
平 成 3 0 年 ７ 月 3 1 日 残 高 29,397,500 4,779,828 △336,083 36,691,026 238,359 36,929,386

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）

－ 32 －
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　その他有価証券

時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　商品及び製品、仕掛品及び原材料

総平均法による原価法（ただし、一部の原材料については最終仕入原価法）（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑵　貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（その附属設備は除く）並びに平成
28年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

⑵　無形固定資産
定額法（ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法）を採用しております。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

⑵　賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

－ 33 －

個別注記表



2018/09/14 15:12:36 / 18427788_株式会社稲葉製作所_招集通知（Ｆ）

⑶　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。

⑷　役員株式給付引当金
取締役（ただし、社外取締役を除く）への当社株式及びその換価処分金相当額の金銭の

交付に備えるため、当事業年度に負担すべき株式給付債務の見込額を計上しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
における会計処理の方法と異なっております。

⑵　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
貸借対照表

　前事業年度まで「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」（前事業年度
1,059,520千円）は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 1,303,055千円
短期金銭債務 83,970千円
長期金銭債権 22,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 22,442,115千円

－ 34 －
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 2,759,845千円
仕入高 122,461千円

営業取引以外の取引高 22,165千円

２．減損損失
当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場　所 用　途 種　類 金　額

愛知県犬山市他 オフィス家具事業資産
機械及び装置 3,797千円

工具、器具及び備品 17,701千円
建設仮勘定 2,900千円

合計 24,398千円

当社は資産を鋼製物置事業資産、オフィス家具事業資産及び遊休資産等にグルーピングし
ております。この内オフィス家具事業資産については、市況は堅調であったものの、引き続
き価格競争が激しく、厳しい状況で推移していることから、当事業年度において、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。な
お、当資産グループの回収可能価額は、零として評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 361,705株
（注）当事業年度末における自己株式の普通株式数には、取締役を対象とする株式報酬制度に

係る信託が保有する当社株式52,000株が含まれております。

－ 35 －
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
賞与引当金 78,248千円
未払事業税等 17,752千円
退職給付引当金 375,381千円
役員株式給付引当金 11,914千円
減損損失 652,928千円
たな卸資産評価損 16,879千円
その他 189,962千円
繰延税金資産小計 1,343,065千円
評価性引当額 △782,350千円
繰延税金資産合計 560,715千円

繰延税金負債
特別償却準備金 △47,486千円
固定資産圧縮積立金 △138,120千円
その他有価証券評価差額金 △79,389千円
その他 △5,588千円
繰延税金負債合計 △270,584千円
繰延税金資産の純額 290,130千円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

種類
会社等の名称

または
氏名

所在地
資本金
または
出資金

（千円）

事業の
内容

または
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社
イ ナ バ
インターナ
ショナル㈱

東京都
渋谷区 50,000

オフィ
ス家具
の販売

(所有)
直接
100.0

当社製品の販売
代理店
役員の兼任

製品の
販売 1,799,624

受取手形 857,871

売掛金 130,382

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,102円95銭
２．１株当たり当期純利益 10円43銭
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年９月10日
株式会社稲葉製作所

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 木 　 幹 　 久 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清 本 雅 哉 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社稲葉製作所の平成29年８
月１日から平成30年７月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤謬による重要な
虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正または誤謬による連結計算書類の
重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社稲葉製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年９月10日
株式会社稲葉製作所

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 木 　 幹 　 久 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清 本 雅 哉 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社稲葉製作所の平成
29年８月１日から平成30年７月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤
謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正または誤謬による
計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年８月１日から平成30年７月31日までの第71期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制につい
ては、取締役等及びEY新日本有限責任監査法人から当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 39 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款
に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

平成30年９月12日
株 式 会 社 稲 葉 製 作 所 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 多　田　一　志 ㊞
社 外 監 査 役 福　家　弘　行 ㊞
社 外 監 査 役 野　崎　清二郎 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　　　第71期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当事業年度の業

績等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金13円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は228,965,412円となります。
（注）中間配当を含めた当事業年度年間配当は、１株につき金26円とな

ります。
③　剰余金の配当が効力を生ずる日

平成30年10月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　　名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

むこうがわ　まさのり
向川　政序

(昭和34年11月５日生)

昭和60年10月 太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監
査法人）入所

平成元 年８ 月 公認会計士登録
平成18年 ６月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査

法人）代表社員
平成30年 ７月 向川政序公認会計士事務所所長（現任）

―

〔補欠社外監査役候補者とした理由〕
向川政序氏は、会社経営に直接関与された経験はありませんが、公認会計士としての専門的知
識・豊富な経験に基づく見地から、当社の経営全般に対して指導及び監査いただけるものと判
断したものであります。
（注）１．向川政序氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．向川政序氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．向川政序氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定により、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

４．向川政序氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏
が社外監査役に就任した場合、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予
定であります。

以上
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会場ご案内図
会場　　大田区立池上会館　２階集会室

東京都大田区池上一丁目32番８号
電話　03－3753－2241

Ｎ

コンビニコンビニ
バス停
「池上文化センター」

池上図書館

池上通り

交番交番至五反田

東急池上線
至蒲田

バス停
「本門寺前」

本門寺新参道交差点

本門寺前交差点

池上小学校

池上本門寺

朗子会館
日蓮宗宗務院日蓮宗宗務院

本
門
寺
通
り

本
門
寺
通
り

銀行銀行

池上駅

池
上
会
館

池上文化センター池上文化センター

稲
荷
橋 霊

山
橋

妙
見
橋

稲
荷
橋 霊

山
橋

妙
見
橋 呑川

池上駅交差点

交通のご案内
○東急池上線池上駅より徒歩10分
○ＪＲ京浜東北線大森駅西口からバス「本門寺前」下車徒歩５分

( お願い：駐車場(有料)の収容台数に限りがございますので、公共の交通機関を
ご利用くださいますよう、お願い申しあげます。 )

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




